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1.　CSRとボルビックの 1L for 10L事業
　CSR（Corporate Social Responsibility）とは、企業経営の根幹において企業の自発的活
動として、企業自らの永続性を実現し、また、持続可能な未来を社会とともに築いていく
活動である。一般に企業は、経済的な利益を上げることにより永続的な存在となることを
目指すが、企業の行動は単にその企業の利益のみによって計れるものでも、限定されるも
のでもない。企業の社会的業績もその行動の結果として現れることになる。よって望まし
い企業の社会的業績が実現できるように、市民としての企業は行動するべきであるという
のが、CSRの考え方である。
　ボルビック社の 1L for 10L事業はこのような CSR事業の一つである。このプログラム
の目標は、水事業を通じての社会貢献である。
　このプログラムは、実施期間中、全てのボルビック製品の売り上げ総量に応じて、購入
1Lにつき 10Lの清潔で安全な水を生み出すための資金が、ボルビックの親会社であるダ
ノングループよりユニセフに寄付される。その資金は、アフリカのマリ共和国でのユニセ
フの水と衛生に関する事業の活動に役立てられている。
　事業が実施されているマリ共和国は、西アフリカの内陸国で、その 1人当たり GDP
（購買力平価）は 2007年で US$1357（PENN World Tableによる）である。これは、
PENN World Tableに示された 188カ国中 171番目の所得水準であり、極めて貧しい国で
あることがわかる。日本ユニセフ協会のホームページによれば、マリ共和国では、清潔で
安全な水を利用できる人が農村部では 2.1人に 1人にとどまっており、不衛生な水によっ
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て、下痢やメジナ虫病、コレラやトラコマ（慢性結膜炎）が引き起こされている。
　マリ共和国でのボルビック CSR事業の成果について、2008年度のマリ・ユニセフの事
業報告書は次のように報告している。
　これまでマリ共和国 13の村の 15,507人が、清潔で安全な水を手に入れられるよう
になった。対象となる村には、手堀りの浅井戸しかなく、泥やごみが混ざった水を飲
まざるを得ない状況であった。また、村には井戸があるものの、学校に井戸がないこ
とで、子どもたちの教育に影響を与えていた。ユニセフは、現在、学校に給水設備と
トイレをつくり、衛生習慣を学校で教えることで、子どもたちが健やかな学校生活を
送れることを目指しており、この主旨に賛同した 1L for 10Lプログラムの支援の一部
が、学校での井戸の建設に活用されている。2008年度の活動では、18の村と 5つの
学校に、手押しポンプ付の深井戸が建設された。工事は、村から始められ、対象とな
っている 18の村のうち、13の村で新しい井戸が完成した。これらの村に暮らす人た
ち、計 15,507人が、清潔で安全な水を手にし、安心して飲める水のある生活を送れ
るようになっている。今後 10年間でアフリカのマリ共和国に供給される清潔で安全
な水の総量は延べ約 11億 1600万リットルに達し、マリ共和国の子どもたちとコミュ
ニティに住む約 20,000人の人々に供給される計画がある。
　以上のように、事業報告書からは、1L for 10L事業のおかげで、マリ共和国では多くの
人々が新鮮で安心な水を得ることができていることがわかる。ただし、それは短期的な成
果であって、長期的にこのような水開発が地域の持続可能な発展に貢献するかは、事業報
告書から知ることはできない。とりわけ、井戸開発というと、直ちにその持続可能性が気
になるところである。井戸から供給される地下水は枯渇するかもしれない。発展途上国の
貧しい地域では、井戸開発が周辺の人口増加、家畜の使用頭数の増加を招き、森林や耕地
などの荒廃を招いて、人々を一層貧困に落とし入れるという話もよく聞かれる。
　そこでこの研究では、発展途上国、特にアフリカを対象として、水開発、特に清潔な水
へのアクセスが改善されることが、持続可能な発展にどのように貢献しているのかを分析
することにする。以下、本論文は次のように構成されている。まず、第 2節では、井戸開
発等の水開発で得られた水が枯渇する可能性があるとき、それがいかに持続可能性と両立
可能かを論じる。そこで強調されるのは、仮に水が枯渇するとしても次の水開発を行うだ
け経済が発展するならば、持続可能性を維持できることである。しかし、発展途上国の貧
しい地域で生じていることは、経済成長ではなく貧困の持続である。それは水資源を含む
環境資産の劣化と人口増加をともなっている。井戸開発は人口増加といっそうの貧困、環
境資産の劣化をもたらすかもしれない。第 3節では、このような因果関係について、経済
学と人口学の見解を示す。さらに第 4節では、アフリカ諸国に関する人口、所得、安全な
水へのアクセスその他のデータを用いて、共分散構造分析によって、その因果関係を定量
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的に把握することを試みる。
2.　水の持続可能性
　発展途上国では、いまだに多くの人々が衛生的な水にアクセスすることができない状況
に置かれている。衛生的な水が得られない地域で手っ取り早く水を得る方法は、井戸を掘
ることである。他には脱塩という方法もあるが、これには多額のコストがかかる。したが
って、井戸は、現時点においては経済的にも技術的にも容易であり現実的な方法である。
しかし、井戸にはひとつ問題がある。それは、井戸は地下水を利用しているので、いつか
は枯渇してしまう恐れがあることである。井戸が永続的に使えないということは、将来ど
ういった状況を生むのであろうか。ここでは、この水の持続可能性について考えていきた
い。
　de Villiers（2002）によれば、水の「持続可能性の問題は…（中略）…利用可能な水量で
はなく、水の生産コストと管理能力にかかっている。帯水層が自然に涵養されなくても、
数百年にわたって持続可能な水利用は可能であり、引いた水を次のように利用すれば、そ
の持続可能性は保証できる。すなわち、その水によって国民経済を発展させ、水源からの
揚水が経済的でなくなったとき、あるいは完全に枯渇したとき、それに代わる水源を開発
できるような手段と経済力を手にしていればよい。」
　つまり、水の持続可能性とは、物理的に特定の水源を枯渇させないことというよりも、
経済的に水を入手することが永続的にできることと考えることができる。そもそも、水を
得るための手段をひとつに限定して考える必要はない。また、将来にわたって衛生的な水
が得られさえすれば、水の持続可能性という目的は達成できるのである。重要なことは、
可能な限り水の利用を節約して、井戸が枯渇するのを先延ばしにするとともに、枯渇する
前に次の井戸や他の方法によって新たな水を得るだけの開発資金や経済的余力を蓄えてお
くことである。
　マリ共和国でユニセフが行っているような井戸開発は水の持続可能性を満たしているの
だろうか。それによって衛生的な水にアクセスできる人が増え、結果的に人口増加につな
がってしまうとすれば、現在多くの井戸を作ることは水源の枯渇と将来の水調達コストの
増加をもたらし、かえって水の持続可能性が阻害される要因になる可能性もある。もしそ
うならば、ただ単に井戸を作るだけでは、水不足の根本的な解決とはいえないだろう。
　
3.　人口問題と貧困、環境劣化の関係
　前節で述べられた水の持続可能性についての疑問とは、水開発が、人口増加と貧困（あ
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るいは経済発展）とどのように結びつき、それが水の持続可能性にどのように影響するか
という問題である。ここでは、この問題の理論的整理を行うことを目的に、経済学と人口
学の知見をまとめる。
　（1）　人口問題と貧困、環境劣化の関係
①　貧困、人口増加、環境劣化の悪循環
　Dasgupta（1995）によれば、貧困と人口増加の関係について、研究者の間には二つの
見方がある。すなわち、人口増加は貧困の原因であるという見方と、逆に貧困が人口増加
の原因であるという見方である。彼は、それらはどちらも正しいと同時に、ともに十分で
はないと指摘する。Dasgupta（1995）は、世界で最も貧しい地域（主にサハラ砂漠以南
のアフリカ）で、人口増加と貧困、地域資源の悪化が相互にどのような関係があるかを調
査し、次の結論を得ている。すなわち、貧困と人口問題、それに加えて地域環境の悪化の
三つの問題は、互いに影響し合っており、どれか一つの問題を他の二つの問題を引き起こ
す原因とすることはできない、それらは互いに原因であり結果である。
　Dasguptaの論文が暗示しているのは、ボルビックの 1L for 10L事業が行われているマ
リ共和国のような貧しい国は、人口増加、貧困、環境劣化の悪循環に落ち入る可能性があ
るということである。その水開発は、このような悪循環を断ち切るものなのだろうか、あ
るいは悪循環に落ち入らせるきっかけを生むものなのだろうか。さらに Dasguptaの考察
を紹介する。
②　女性の不平等
　Dasguptaは、貧しい国の貧しい地域における出生率の高さに注目する。子供を産むの
は女性である。このため論文では、女性の意思決定（がいかに尊重されていないか）に焦
点があてられている。彼によれば、貧困と人口増加、環境劣化の悪循環の主要な原因は、
女性の不平等に求められる。
　この女性の不平等の原因は大きく分けて二つ存在する。ひとつは「女性の教育の欠落」
である。貧困地域での女性の識字率や学校入学率は男性よりもはるかに劣っている。教育
が欠落しているために、子供を産むか産まないかの判断を女性自身ができない状況が生じ
ていると彼は言う。二つめは「労働の欠落」である。女性に対する金銭的労働（給料が発
生する労働）が用意されていないために、女性は非金銭的労働、つまり、家事労働に従事
することしかできなくなる。それが女性を家から出すことを阻害し、外の世界を知る機会
をもたないために適切な判断をするための知識が得られなくなる。同時に知識がないこと
が女性の外に出ようとする意思を阻害する。
　この二つの連鎖が原因となり、ほとんど男性の意思だけで子供が出産されることにな
る。男性は生物的に出産のコストを負担しない。また、女性の不平等が存在する世界で
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は、制度的に男性は他の出産に関わるコストと育児に関わるコストをほとんど負担しな
い。このため、家族計画の知識はあっても採用されることはなく、子供は無計画に出産さ
れることになる。貧困が人口増加を引き起こす背景にあるものは、女性の不平等なのであ
る。
　女性が男性と対等の地位を得、女性が職を持つようになると、貧困と人口増加の関係は
まったく正反対になる。すなわち貧困は出生率を低下させる。欧米では産業革命後、多く
の人が都市に住み、男女共に農村よりもより高い教育を受ける機会に恵まれた。その時
期、出生率は大幅に減少した。それは、未婚女性が、家族を形成して子供を出産すること
を経済的コストとみなし、十分な資金を貯めるまでその婚期を遅らせ、また結婚後も収入
を得るために出産を控えたためである。
③　労働力としての子供
　Dasguptaは、貧しい国の貧しい地方において、子供は重要な労働力であることを指摘
する。すなわち薪拾いや水汲みといった単純労働は、主に女性と子供が担当している。地
域の環境資源である森林や水源が劣化しはじめると、これらの仕事のために以前よりも多
くの人手が必要になる。このことは家族により多くの子供を持とうとするインセンティブ
を与える。このようにして環境劣化は人口増加の原因となる。
④　ムラの文化
　さらに貧しい国の貧しい地域の伝統的な文化が人口増加に大きな影響を与えていると
Dasguptaは言う。そうした地域において、森林や水源といった環境資源はムラの共有物
であり、住民はそれを自由に利用することができる。したがって、そこではいわゆる「共
有地の悲劇」が起こりうる。たとえば、自分自身が水をとることで、他の人が水を得るコ
ストが増すことを人々は考慮せず、とれるだけの水をとろうとする。その結果、水資源は
枯渇する。一方で、とれることのできる水の量は、水汲みに出かけることのできる家族の
数に依存する。ここに子供をより多く持とうとするインセンティブが発生する。短期的に
は大家族であることが家族を豊かにするのである。しかしその長期的かつ地域全体での帰
結は、いっそうの資源枯渇と貧困、そして人口増加である。このように、共有環境資源の
存在が、環境劣化と人口増加を生み出す。
　Dasguptaは、そうした破滅的な悪循環を避けるために、ムラの慣習が有効に機能する
可能性も指摘している。しかし、近代化による文化の変容によって、そうした慣習が廃れ
ることも同時に指摘している。また、生活が（短期的ではあるが）大家族ほど楽になると
いう状況では、女性は多くの子を産むことでムラや家族の中で評価されるという文化が形
成される。上で述べた女性の不平等のもとで、女性は出産によるコストを過小評価し、家
族やムラでの評価を重視して、自ら進んで多くの子供を持ちたいと思うかもしれない。文
化的要請によって女性自身がより多くの子供へのインセンティブをもつのである。
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　共有の文化は、環境資産だけでなく出産や育児にも存在する。ムラのメンバー、特に親
類は、甥や姪、いとこを育てることを手伝う。このようにして、子供の両親は出産や育児
のコストの一部を負担せずにすむ。このことは、そのコストを全額負担した場合よりもよ
り多くの子供をもとうとする原因の一つになる。
⑤　出生率の部分均衡分析
　以上、Dasguptaによって指摘された諸点を整理しよう。経済学的には、出生率は子供
に対する需要と供給の関係によって決まると考えることができる。ここで需要とは、子供
をあと 1人もつことに対する限界支払意志額と子供の数との関係であり、供給とは、子供
をあと 1人もつことに対して必要となる限界費用と子供の数との関係である。図 1は、こ
の限界支払意志額と限界費用を描いたものである。出生率はそれらの交点で与えられる。
　まず供給曲線から見て行こう。懐妊することの女性にとっての限界費用は、女性が就業
機会を持たない場合に低くなる。そして教育の欠落は就業機会が得られない要因の一つで
ある。懐妊と出産、育児に関する男性にとっての限界費用は、男性がこれらに関わるコス
トを負担しなくてよい場合に低くなる。これら両方は女性に対する不平等として要約でき
る。すなわち、女性への不平等が大きいほど、供給曲線は下にシフトする。さらに供給曲
線を下にシフトさせる要因は、育児に関する相互扶助である。それは育児の社会的費用と
私的費用の乖離を引き起こす。これは外部不経済の一種であり、それによって過剰な出生
が生じる。
　次に需要曲線を見る。需要曲線は子供がもたらす限界価値を表す。上で述べたように、
天然資源や環境資産が劣化、破壊されるほど、単純労働の需要が高まる。それが子供をも
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図 1　子供をもつことの限界支払意志額と限界費用
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B
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つことの限界価値を押し上げ、需要曲線を上にシフトさせる。また多くの働き手のいる家
計を相対的に豊かにし（絶対的には貧しくなりながら）、多くの子供を産む女性の評価を
高める文化が補強される。そのことも需要曲線を上にシフトさせる。
　以上の結果、女性の不平等が存在し環境資産が劣化している地域、また育児の相互扶助
や多産を評価する文化のある地域（図の B）は、そうでない地域（同 A）よりも出生率が
高くなる。
　さらに、話はそれだけでは終わらず悪循環が生じるかもしれない。すなわち高出生率は
人口増加を引き起こし、環境資産のますますの劣化を引き起こす。その結果、子供の限界
価値はさらに高まり、需要曲線はさらに上方シフトする（図の C）。人々はより高いコス
トを負担することになり、その生活はますます苦しくなる。
　（2）　死亡率の変化に関する人口学の見解
　ここまでは出生率に注目してきた。人口増加率は出生率と死亡率の差である。そこで、
次に途上国の死亡率がどのような要因によって決まるかについて、人口学の見解を紹介す
る。
①　死亡率低下の三要因
　第二次大戦後、途上国は高い出生率がみられた一方、死亡率が低下して両者の格差がそ
のまま人口増加となってあらわれた。死亡率低下の要因は大きく分けて三つある。
　一つ目は、生活水準の向上である。国民平均所得の上昇と平均寿命の伸長との関係は明
白であり、平均寿命は平均所得が低いところではそれが少しでも上昇すれば急角度に上昇
する。つまり、平均所得の低い途上国では今後所得の上昇によって平均寿命が大きく伸び
るポテンシャルがあるといえる。
　二つ目は、医療技術の発達である。1930年代と 1960年代では同じ平均所得水準にある
国でも 60年代の方がかなり高い平均寿命を示している。これは、欧米の革命的医療技術
の発達が途上国への伝播普及によるものである。
　三つ目は、死因構造の変化である。死亡の原因を A細菌・寄生虫感染  B成人病　C妊
産婦及び乳児期に固有の疾患　D外因死　Eその他の五つにわけると、途上国の乳幼児の
死亡原因は大半が Aである、しかしこれは他の要因よりコントロールしやすいので、近
代医学の導入、化学薬品の応用、飲料水と一般食物の殺菌化を行う公衆衛生技術の導入に
よって大幅に減少できた。ラテンアメリカ、アジアにおける戦後の死亡率低下、特に乳幼
児死亡率低下はこれらの要因によるところが大きい。
②　近年の傾向
　近年、途上地域では死亡率の低下速度が減退し、低迷しつつある。欧米先進国の死亡率
低下、平均寿命伸長の究極的要因は所得水準の上昇による国民生活の向上、特に栄養水準
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の増進である。これらを伴わない途上国の死亡率低下は、いくら医療体制や公衆衛生の改
善を図っても限界がある。
③　乳幼児死亡率低下と所得向上の出生率への影響
　発展途上国の出生率は、欧米諸国や日本と比べてまだ高いが、最近その低下が歴然たる
ものになってきた。ただし、アフリカのように出生率が依然として非常に高い地域もあ
り、1985年をすぎてその低下傾向がようやく明らかとなってきた。
　途上国の出生率が高く先進国はそれが低い理由の一つとして、途上国では乳幼児死亡率
が高く、スペアとして子供を多く生んでおくからだという説がある。この説からすれば、
乳児死亡率の低下は出生率の低下を引き起こすことになる。
　このような複雑な関係は、出生率に対する所得の上昇効果にも見られる。先進国では、
少なくとも中等教育を受けるのが普通となってきており、子供の質が向上すればコストは
非常に高くなり、少産になる。他にも所得の上昇は、避妊・中絶の利用度を増し出生率の
低下をもたらし、また、一般消費を刺激し、より良い医療を受けること、すでに生まれて
いる子供によりよい教育を与えること等のニーズを増大させ多くの子供の出生を妨げる効
果をもつ。ただし短期的にみると、所得の上昇が出生率の上昇をもたらす可能性もある。
所得が上昇すれば夫婦の栄養状態が向上し、死・流産が少なくなる。また、子供の栄養状
態も向上し、乳幼児の死亡率が低下し、生存数は増加する。
4.　共分散構造分析
　（1）　分析手法
　第 2節では、発展途上国の水開発が人口を増大させ、それによって将来水の調達コスト
が上昇して水へのアクセスがより困難になったり、安全な水へのアクセスできる人の比率
が低下したりするなどして、かえって水問題を大きくしてしまうのではないかという疑問
を提示した。また第 3節では、貧困と人口増加の問題に関連付けて、そうした懸念が生じ
る理論的なメカニズムを論じた。この節では、このような懸念とそれが引き起こされるメ
カニズムを定量的に明らかにするために、アフリカのデータを用いて、共分散構造分析を
行う。
　共分散構造分析とは、観測可能な変数（観測変数と呼ばれる）の間の因果関係や、直接
観測することができない潜在変数と観測変数との間にある因果関係を、定量的に評価する
ことによって、社会現象などを理解する統計的アプローチである。共分散構造分析には、
三つの基本モデルが存在する。一つ目が、調査項目間の因果関係を探るパス解析モデル、
二つ目が、調査項目をまとめて単純化（潜在変数化）する因子分析モデル、三つ目が、調
査項目をまとめて単純化（潜在変数化）してから因果関係を調べる多重指標モデルであ
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る。今回の分析では、パス解析モデルを用いた。
　（2）　データセット
　今回の分析で用いる項目として、きれいな水へのアクセス、人口増加率、1人当たりの
GDPを選定した。また、第 3節で述べられた女性の不平等が人口増加に及ぼす影響を考
慮するため、女性の格差をあらわす代理変数として、女性の小学校入学率の項目も設定し
た。これらの項目に関して、アフリカ諸国の 90年以降のデータを収集した。人口増加率、
1人当たりの GDP、そして女性の不平等の三つの指標が、きれいな水にアクセスできる
人口の割合にどのように影響を与えているのかを検証することにする。なお、今回のテー
マであるボルビックの井戸開発が、地方での水環境を改善していることから、水へのアク
セスのデータは地方部のデータを用いている。データとそのソースを表 1に示した。
　（3）　パス図と分析結果
　図 2は、仮説に沿って項目を配置したパス図である。ここで円は誤差項（誤差変数）を
示し、四角は観測変数を示す。その因果関係は、第 3節で議論した貧困、人口増加、環境
劣化の悪循環に依拠している。たとえば、90年代のきれいな水へのアクセスの状況は、
90年代の人口増加と 90年代の所得に影響する。また 91年の女性に対する格差も人口増
加に影響する。次に 90年代の人口増加と所得は、2000年のきれいな水へのアクセスに影
響する。それらはまた、2000年代の所得にも影響する。2000年代の女性に対する格差も
それらの変数に影響されるかもしれないが、ここではパス図が複雑になるのを避けるた
め、その因果関係は省いた。
　分析結果は、続く図 3と表 2に示されている。以下は、パスの図の決まりごとである。
表 1　分析に用いたデータ
項目名 内容 出典
キレイな水を入手することが
持続的に可能な人口の割合
90、2000、2006の rural/total
別アフリカ 46カ国データ。
W H O S t a t i s t i c a l 
Information System
（W H O S I S）, h t t p : / /
www.who.int/whosis/
en/index.html
小学校への入学率
91、99─2007の男女別。99以
降は平均して使用。
人口増加率
1990─2006のアフリカ 46カ国
の人口成長率。90年代と 2000
年代の平均をそれぞれ使用。
PENN percapita GDP
1990─2007のアフリカ 53か国
の PPP per capica GDP。90年
代の平均と 2000年代の平均を
それぞれ使用。
PENN World Table, 
h t t p : / / p w t . e c o n .
upenn.edu/php_site/
pwt_index.php
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図 2　パス図
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図 3　分析結果（標準化後）
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表 2　分析結果の詳細
推定値 標準誤差 検定統計量 確率
1人当たり GDP90s ← きれいな水 90 48.733 13.861 3.516 ＊＊＊
人口増加 90s ← 1人当たり GDP90s .000 .000 －1.609 .108
人口増加 90s ← 女性格差（小学校への入学率）91 －.001 .004 －.230 .818
人口増加 90s ← きれいな水 90 －.009 .005 －2.020 .043
きれいな水 20 ← 人口増加 90s .703 2.061 .341 .733
きれいな水 20 ← 1人当たり GDP90s .001 .001 1.291 .197
きれいな水 20 ← きれいな水 90 .793 .061 12.932 ＊＊＊
女性格差（小学校への入学率）
99～ 2006
← 1人当たり GDP90s .005 .001 4.585 ＊＊＊
1人当たり GDP20s ← 1人当たり GDP90s 1.174 .113 10.385 ＊＊＊
1人当たり GDP20s ← きれいな水 20 65.914 13.587 4.851 ＊＊＊
1人当たり GDP20s ← 人口増加 90s 315.784 399.356 .791 .429
人口増加 20～ ←
女性格差（小学校への入学率）
99～ 2006
－.019 .005 －3.470 ＊＊＊
人口増加 20～ ← 1人当たり GDP20s .000 .000 －2.013 .044
人口増加 20～ ← きれいな水 20 .000 .006 －.046 .964
きれいな水 20～ ← きれいな水 20 .969 .060 16.275 ＊＊＊
きれいな水 20～ ← 人口増加 20～
－
1.247
1.404 －.889 .374
きれいな水 20～ ← 1人当たり GDP20s .000 .000 －.520 .603
＊＊＊は 0.001未満であることを表す。
標準化係数：
推定値
1人当たり GDP90s ← きれいな水 90 .469
人口増加 90s ← 1人当たり GDP90s －.245
人口増加 90s ← 女性格差（小学校への入学率）91 －.032
人口増加 90s ← きれいな水 90 －.315
きれいな水 20 ← 人口増加 90s .023
きれいな水 20 ← 1人当たり GDP90s .089
きれいな水 20 ← きれいな水 90 .903
女性格差（小学校への入学率）
99～ 2006
← 1人当たり GDP90s .587
1人当たり GDP20s ← 1人当たり GDP90s .721
1人当たり GDP20s ← きれいな水 20 .342
1人当たり GDP20s ← 人口増加 90s .054
人口増加 20～ ←
女性格差（小学校への入学率）
99～ 2006
－.455
人口増加 20～ ← 1人当たり GDP20s －.341
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　㾎　観測変数（四角形）の右上には、重相関係数（指標の影響度合い）。
　㾎　片方矢印は因果を表す。
　㾎　片方矢印を受けた変数（従属変数）には、必ず誤差変数が付属する。
　㾎　 片方矢印の上には、パス係数（影響指標、因果の大きさ、強さ）の推定値が付され
る。
　（4）　考察
　本節冒頭で示した、水開発がかえって将来の水へのアクセスを困難にするという仮説
を、時間の流れに沿って整理すると、
　①　きれいな水が人口を増加させる、
　②　一方、所得は増加しない、
　③　 新たな水源開発が進まない一方、増加した人口のために、きれいな水にアクセスで
きる人の比率がかえって悪くなる
ということになる。分析結果がこの仮説を支持するかをここでは見てみたい。なお、以下
で特に有意水準の記述がないものは、0.1％水準で有意である。
　まず「きれいな水 90→人口増加 90s」だが、これは負の相関を示している。つまり、
きれいな水へのアクセスの増加が人口増加を抑制しているという結果になった。一方で
2000年代の「きれいな水 20→人口増加 20～」は負の相関ではあったが、残念ながら有
意な結果が得られなかった（P 値 0.964）。しかし、「きれいな水 90s → GDP90s」
「GDP90s→ GDP20s」「きれいな水 20s→ GDP20s」「GDP90s→女性格差」が正の相関で
あり「GDP20s→人口増加 20～」「女性格差→人口増加 20～」が負の相関であり、間接
的にはきれいな水へのアクセスの増加が、人口増加の抑制につながっていることがわかっ
た。このように、きれいな水と人口増加との間には、90年代は直接相関があったが、
2000年代になると人口増加のメカニズムが複雑化して、きれいな水の要因だけでは変化
しなくなったものと考えられる。いずれにせよ、以上は仮説の①に反した結果である。
　次に「きれいな水 90→ GDP90s」「きれいな水 20→ GDP20s」を見ると、これらは共
に正の相関を表している。これはきれいな水へのアクセスの増加が 1人当たり GDPの増
加、つまり所得の増加を示している。この結果は仮説の②に反するものである。
人口増加 20～ ← きれいな水 20 －.007
きれいな水 20～ ← きれいな水 20 .967
きれいな水 20～ ← 人口増加 20～ －.047
きれいな水 20～ ← 1人当たり GDP20s －.035
※推定値はプラスで正の相関、マイナスで負の相関
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　最後にきれいな水のアクセスが将来のアクセスに与える影響をみてみる。「きれいな水
90→きれいな水 20」「きれいな水 20→きれいな水 20～」は共に正の相関を示している。
このことから、きれいな水の開発は将来の水アクセスに対してプラスの影響を及ぼしてい
ることがわかる。これは仮説③の結果に反している。一方で「人口増加 90s→きれいな水
20」「1人当たり GDP90s→きれいな水 20」「人口増加 20～→きれいな水 20～」「1人当
たりきれいな水 20～」には相関関係で有意な値が得られなかった。
　以上からわかるように、今回の分析では仮説の①、②、③の全てでそれを支持しない結
果が得られた。つまり水へのアクセスを増やすと人口増加率が下がり、1人当たり GDP
が上がり、きれいな水へのアクセスが向上することがわかった。きれいな水へのアクセス
が人口増加や 1人当たり GDP90sに与える影響については有意な関係が見られたが、そ
の逆に、きれいな水に対して人口増加や 1人当たり GDPが影響を与えることは、有意な
相関関係が見られなかった。ただし、きれいな水へのアクセスは将来の水へのアクセスを
増加させていることから、水開発は有用なことが言えるだろう。
　このように、今回の分析からは、ボルビックの 1L for 10Lに代表されるような水開発の
取り組みは、発展途上国の持続可能な発展に対して有用であることが結論づけられる。
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